
賃金プロファイル論の再検討

荒　井　一　博

1序論
　賃金プロファイノレに関する近年の論争は，誠に興味深い．なぜ年齢や勤続

年数とともに上昇する賃金プロファイノレが観察さ．れるかについては，今まで

に数種類の競合する理論が提示されており，それ自体非常に興味深いもので

あった．ところが，数年前には，それらの理論の根幹に疑念を呈するような

実証結果が相次いで発表され，この問題に関心のある多くの研究老を驚樗さ

せた．しかし最近になっては，それらの実証結果に対する反論も出されてい

る．このような活発な論争が行なわれているときに，世界でも例を見ないほ

ど急勾配の賃金プロファイノレを有するわが国の学徒としては，この間題に無

関心ではいられない．このような論争を通して，賃金プロファイノレに関する

経済学の知識量は，かなり豊富になってはいるが，既存の著名な理論には，

まだ多くの間題点が存在する．本論文では，それらの理論の根本的な間題点

に照明をあてるとともに，筆者の考え方を明らかにしてみたい．

　既存の賃金プロファイノレ理論は，主として，なぜ賃金が年齢ないしは勤続

年数とともに上昇するかを解明しようとしている．最も著名かつ伝統的な理

論は，人的資本の概念に依拠する仮説であるが，その成立から既に葦O年近く

が経遇し，その問より精巧なモデノレも提案されてはいるものの，いくつかの

難点も指摘されてきている．われわれは，これらのモデノレを第2節で検討す

る．人的資本理論に依拠する毛デノレに対抗して作られたのが，インセンティ

ブ仮説に基づくモデノレである．こ一の歴史は10年強にすぎない．これは第3
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節で検討する．以上の二つの考え方が，世界的に最も著名な賃金プロファイ

ノレ理論であり，両者とも米国で開発された理論である．その他にも，二三の

理論が米国などで考案されているが，本論文では簡単に触れる程度にしてお

きたい．わが国では，極めて顕著な右上がり賃金プロファイノレないしは年功

賃金制が観察されるため，それに対する考察が相当なされては来たが，近代

経済学の観点からの分析は不充分であったといえよう．そこで，第4節では，

米国などで開発されたモデルとは全く異なった発想に基づく筆老の理論を論

ずることにする．種々の賃金プロファイル理論の間の優劣は，それぞれの理

論が，現実に観察される基本的な現象ないしは事実をいかにうまく説明でき

るかによって判定されるべきであり，本論文でもその観点からモデノレに検討

を加える．どのような現象や事実を判断基準とするかは，本論の中で論ずる

ことにするが，例外的に急勾配の賃金プロファイノレが，なぜわが国で観察さ

れるかを説明できるかどうかは，ひとつの重要な試金石である．最後の第5

節では結論を述べて，本論文を終えることにする．

2人的資本論に基づく賃金プロファイル論

　年齢や勤続年数とともに賃金が上昇する現象を，米国で最初に理論化し実

証したのは，人的資本論に依拠する経済学者達である．基本的な理論モデノレ

は・Becker（1962．1964）によって開発されたが，Hashimoto（1979．1981）

等によってもう少し複雑なモデルも作られている．実証はMincer（1958．

1974），Bartel　and　Borjas（1981），Mincer　and　Jovanovic（1981）等によ

ってなされているが，その他にも多くのものがある．

　Beckerの基本モデノレは次のようなものである．企業内訓練が一般的であ

れぱ，その費用と収益は労働老が全て負担し回収する．そして賃金は，費用

の負担と生産性の上昇に対応して，時問とともに上昇する．訓練が企業特殊

的であれぱ，企業が費用を負担し収益を回収するので，賃金は増加しない．

しかし解雇や離職の可能性を考慮すると，Hashimotoによる定式化のよう

に，特殊訓練の費用と収益は企業と労働老で分担するのがより最適となり，
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そうすると賃金も時間とともに増加する．特に，増加する賃金のために，特

殊資本を蓄積した労働老の離職は抑制される．年齢や勤続年数とともに，蓄

積される人的資本の量は増加するので，それらと賃金とは正の相関をするこ

とになる．一般訓練モデノレでは，賃金は限界価値生産物に等しく（ただし訓

練中は賃金の方が費用負担分だけ小さい），（費用と収益の分担を伴う）特殊

訓練モデノレでは，賃金は限界価値生産物以下となる．

　人的資本論に依拠すると，年功賃金制に縄わる多くの現象が，かなり巧み

にかつ統一的に説明できる．例えぱ，勤続年数が同じ労働者でも年齢が異な

ると，高齢者の方が概して高い賃金を得るが，これは一般資本の量の差によ

って説明される．同様に，年齢が同じで勤続年数が異なると，後老の長い方

が概して高い賃金を得るが，これは特殊資本の量の差によって説明される．

　しかし人的資本論に基づく理論に対する風当たりが，過去10年程米国で

強くなっている．MedoffandAbraham（1980．1981）は，彼らが観察した

少数の米国の大企業においては，専門的・管理的労働老に対する相対的成績

査定と，それらの労働老の賃金との間に相関がないことを発見した．特に，

勤続年数の長い労働老が，成績査定とは無関係に（あるいは成績査定が悪い

にもかかわらず）高い賃金を得ている二とが判明した．これは，賃金の上昇

は生産性の上昇に対応する，と主張する人的資本論と対立する極めて重大な

事実である．類似の事実は，舟橋（1967），Da1ton　and　Thompson（1971），

Frank　and　Hutchens（1988）によっても指摘されている．

　Medoff　andAbrahamの実証は標本数があまりにも少なく，人的資本論に

基づく理論が米国で棄却されたとは，必ずしも考えられていない．事実

Brown（1989）は大きな標本に依拠して，賃金の上昇は，主としてそれと同

時に実施されている訓練すなわち人的資本の蓄積（一般・特殊の区別はなさ

れてt・ない）によってもたらされることを実証している．ただ彼の研究は，

（人的資本論に依拠する他の実証研究同様）人的資本の蓄積量や生産性（の増

加）を直接計測したものではない．必要とされる訓練年数や訓練によって知

識が増加しているかなどを表す変数の値としては，アンケートに対する労働
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者の主観的な回答を使用している．人的資本理論に基づく仮説の実証に関し

ては，人的資本の量が正確に計測できないという間題が常に存在する．

　日本と他の先進国の年齢賃金プロファイルを比較すると，日本においては

特に人的資本に基づく理論の説明力に疑いを抱かせるような事実を見いだす

ことができる．労働省（1980）によれば，英（1977年調査），米（1969年調

査），西独（1972年調査），仏（1972年調査）の生産労働者のプロファイル

は，30歳代前半以降ほぼ横ぱいないしは下降気味なのに対し，日本（1977年

調査）のそれは30歳代後半まで急激に上昇し，それ以降50歳代前半まで徴

増している．また20歳代前半に対する年齢別賃金格差の最大値は，日本で

は1－59であるのに対し他国では1．25以下である（米以外ではこれよりかな

り低い）．職員をみると他国でも40歳代まで上昇している場合が多いが，日

本では50歳代前半まで上昇し，かつ上昇率が非常に大きい．日本のプロフ

ァイノレの傾きが米国より大きいことは，Hashimoto　andRaisian（1985）に

よっても実証されている．賃金プロファイノレに関するこのように大きな国際

的差異を，人的資本論によって技能形成の差異から説明することは困難であ

ろう．

　ただ人的資本論に基づく説明を信奉する人達は，日本においては（企業特

殊）訓練・再訓練が，他国よりも多量・長期に行なわれるこ；を強調する．

Mincer　and　Hi馴chi（1988）は，日本の高い成長率ないしは生産性増加率

（多くの特殊訓練を伴うとされている）が，急勾配のプロファイルをもたらす

と主張している．そして日米閻の勾配の相違の7～8割が，生産性増加率の

相違によって説明できると主張する．人的資本の蓄積量を直接計測すること

ができないという，先に指摘した問題もあるが，その他にも次のような難点

が存在する．すなわち，役らの実証は産業別の横断面データに依拠している

が，後で触れるように，年齢別賃金格差は時系列でも大きく変動している．

しかしながら，時系列データを使うと，横断面データを使ったときの結果と

は異なったものが得られるようだ．すなわち，上の横断面分析の結果とは逆

に，高度経済成長期には格差の縮小が，その後の低成長期には拡大がかなり
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広く見られた．しかも格差と成長率とが正の相関をするという説明は，時系

列で見た場合，Reder（1955）仮説と対立することになる．さらに，成長率や

生産性増加率が高いときは，人的資本の陳腐化の速度も高いと考えられるが，

その影響が明示的に考察されていない．

　人的資本論による年功賃金制の説明に対して，もうひとつの批判を行なう

ことにする．Lazear（1979．1983）は，それによっては定年退職制と年金制

を説明できないと主張する．先にみたように，人的資本論に依拠すると賃金

は限界価値生産物以下になるが，このような状況の下で，ある一定の年齢に

到達した労働老を強制的に退職させることは，企業の利潤最大化行動と矛盾

する．さらに日米問を比較してみると，日本の定年退職年齢の方が低い（米

国では1978年の定年制禁止以前では65歳が最も普通で，日本では現在でも

平均でほぼ60歳である）．この事実は，日本では他国に比して多量・長期の

人的資本投資が行なわれる，という人的資本論的仮説の信奉老の主張と整合

しにくい．Hashimoto　and　Raisianは，定年退職年齢の水準ではなく，その

変化の方が重要かもしれないとしているが，日本においてそれが過去十年ほ

どの間に増加したのは，（大）企業の自主的な方針のためではなく，杜会的コ

ンセンサスの高まりや行政指導のためであるといえる（労働省（1989））．ま

た米国では早期退職老の方が現在価値でみて年金の受給額が高いのも，早期

退職を奨励する制度になっており，人的資本に依拠する理論の主張と矛盾す

る．日本でも，内部労働市場内の雇用調整の際に，調整対象としてまず考慮

されるのは高齢労働老であることや，企業が定年制延長にそれ程乗り気でな

いことなどをみると，通常高齢労働者が隈界価値生産物以下の賃金を得てい

るということは信じがたい．

　特殊人的資本の立場からの反論もあるので，それに触れておく必要があろ

う．Camichael（1983）は前記のHashimotoモデ／レを改良し，一部の高年

労働老が昇進によって限界価値生産物よりも大きい賃金を受け取ることを示

した．しかしながら昇進しない可能性も考慮すると，（期待値でみて）賃金は

限界価値生産物に等しくなる．つまり昇進しない場合は高年労働老でも，限

803



140） 一橋論叢　第107巻　第6号　平成4年（1992年）、6月号

界価値生産物より小さい賃金を受け取ることになる．したがって，高年労働

老全体（あるいは犬多数）を強制的に退職させる誘因は特に存在しない．

3　インセンティブ仮説に基づくプロファイル論

　前節末に触れた理由から，Lazear（1979．1981）は人的資本論に依拠しな

い方法で，右上がり賃金プロファイノレを理論づけた．それは概略次のような

ものである．まず終身雇用制を仮定する．すると労働老と彼の企業は，年齢

（勤続）・賃金プロファイノレの現在価値が限界価値生産物の流列のそれに等し

い限り，どのような形のプロファイノレでも無差別になる（資本市場の完全性

が仮定されている）　ここで，若年期に賃金を限界価値生産物より低くし，高

年期にそれより高くするような右上がりのプロファイノレを設定すると，限界

価値生産物の流列の現在価値は，各時点において賃金が限界価値生産物に等

しい場合よりも，大きくなるとLazearは主張する．その根拠は，もし上記

のような部分的に後払い的なプロファイノレの下で，労働者が不正行為をした

り怠けたりした場合は，企業によって（ある確率で）発見され次第解雇され

るという規定を設けておくと，労働老は後払いに相当する金額を失うことを

恐れて，不正行為や怠惰を控えることにある．換言すれぱ，後払いに相当す

る賃金額が，労働老のr人質」として企業に預けられることになる．この効

果から生じる「レント」は労働者に帰するようにプロファイノレが決定される．

また最適な退職時点は，退職に伴って生じる限界的時問価値が当該企業にお

ける限界価値生産物をちょうど上回ろうとする時点であるので，その年齢が

定年退職年齢と設定される．さらに，労働老がこの時点（限界価値生産物よ

りも賃金の方が高くなっている）の退職を有利と感ずるように年金制が設計

される．このように，労働者のためのインセンティブを考慮したモデノレでは，

定年退職制や現実の年金制度の存在を説明できるだけでなく，前節で指摘し

た人的資本論的仮説の欠点（限界価値生産物と無関係に増加する賃金に対す

る説明不足）も克服できる．

　このモデルに添った実証も行なわれている．Lazear　and　Moore（1984）
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は，雇用老の賃金プロフ7イノレと，インセンティブの間題が生じない自営業

者の稼得プロファイノレとを比較し，前着の勾配が大きいのは，人的資本が蓄

積されるためではなく，労働者の労働インセンティブを高めるためで，それ

によって前老のプロファイノレの現在価値が犬きくなっていると結論づけてい

る．Hutchens（1986）は，労働者の高い努力水準を引き出すためには，各労

働者について雇用契約年数とは独立の固定費用がかかるため，その費用を節

約するように，できるだけ長い勤続の可能性のある労働老（若年労働老）を

採用する傾向があることに注目し，その傾向と年金制，定年退職制，長期勤

続，高年労働者の高賃金とは両立することを実証した．この固定費用は，企

業の後払い不履行の可能性に伴う補償と，企業の不履行の可能性が極端な後

払いを制限するので，それによって労働者の努力水準が不十分になることか

ら発生する．．さらにHutchens（1987）では，労働考の努力水準を比較的容易

にモニターできる（同じ作業の繰り返しを伴う）仕事の場合には，インセン

ティブ・モデノレがあまり成立しないことに注目し，そのような仕事の労働老

には年金制，定年退職制，長期勤続，高年労働者の高賃金が当てはまりにく

いことを実証した．

　インセンティブ仮説は，理論的には興味深いが，いくつかの問題点を有す

る．まず，この理論によって，なぜわが国のプロファイノレが例外的に急勾配

であるかを説明することは不可能であろう．この理論の精神によれば，不正

行為から得られる利益が大きいほど，発覚の確率が小さいほど，あるいは労

働着が不正行為をする性向が強いほど，賃金プロファイノレは急勾配となるこ

とになるが，これらのいずれの要因も，わが国の労働者に顕著に当てはまる

とはいえない．わが国の労働老は，国際的にみても，不正行為をする傾向が

非常に小さいといえよう．

　次に，Lazearは，賃金プロファイルを右上がりにすれぱ，労働老の不正行

為や怠惰を防止できるとしているが，AkerlofandKatz（1989）は，それで

は防止できないと主張する．なぜなら，防止効果があるのは，十分な後払い

賃金額が蓄積されているときに限られるが，もし不正行為などの利益が潜在
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的に存在すれば，それが蓄積される前に（入杜直後に）不正行為を行なうか

らである．結局不正行為を防止するには，労働老が入杜時にある金額を企業

に支払い，定年退職時にそれを受け取るという，現実にはほとんど見出だせ

ない制度を導入しなけれぱならない．このような制度は，Becker　and　Stig・

1er（1974）で論じられたものと同じで，プロファイルは必ずしも右上がりと

はならない．（Lazearのモデノレでも，右上がりのプロファイルは，多数の候

補のひとつにすぎない．）ただし，労働老が不正行為等をして解雇されたとき

の費用（汚名や移動の費用）が十分に高ければ，入杜金は必要でなくなる．

　労働老の不正行為や怠惰を問題とする点では同じであるが，Carmichael

（1989）は自己強制的暗黙契約（裁判所など第三老に頼らなくても当事老が遵

守する暗黙契約）の枠組みにおいて，賃金プロファイノレを考察している

（Bull（1987）も同様の趣旨の論文である）．それによれぱ，評判を考慮する

企業が，労働老の不正行為などを発見したとき彼の賃金を低くし，そうでな

いときの賃金を他企業での賃金に等しくしておけば，それを防止できる．特

に他企業での賃金が時間に対して不変ならば，プロファイノレは水平になる．

最低賃金法などの制約で，発覚したときの賃金に下隈があるときは，上と同

様な入杜金を導入する必要がある．ただし，このモデルでも，他企業の賃金

が訓練などのために増加する場合や，勤続とともに不正行為の利益が増加す

るか発覚の確率が減少する場合には，プロファイノレが右上がりになる．

Lazearのモデノレとこれとの相違は，前老においては企業が労働コストを十

分に節約していない点にある．

　インセンティブ・モデノレは，近年特に米国で多くの経済学老の関心を集め

ているが，発覚を恐れて不正行為や怠惰を慎むという行動は，日本人の実感

からかなり遠い．結局このモデノレは，現代の米国の杜会状況，文化的状態を

かなり強く反映したものであるといえよう．また労働老の努力水準ないしは

限界生産物が，これらのモデノレが想定しているほどわかりにくいのかという

問題がある．それの（労働老間の）相対的な大きさ．などは，短期間のうちに

ほとんど非確率的に判定できる場合が多いと思われる（それらのモデノレでは，
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怠けても発覚しないことももちろんある）．さらに，以上のように賃金のみ

が労働老の行動を制御するインセンティブであると仮定したモデノレでは，現

実のプロファイノレに対する説明力はかなり小さく乍ろう．労働老の行動は，

同じ職場の他の労働老の評価や付加給付など非賃金的要素にも大きく影響さ

れるからである．

　人的資本論に基づく理論およぴインセンティブに仮説に基づく理論は，現

在のところ，賃金プロファイルに関するもっとも薯名な理論であるが，双方

とも，勤続年数の増加とともに賃金は上昇するという，共通の基本的な結論

を有している．ところが，この基本的な結論に対して，否定的な実証結果が

1980年代後半に相次いで発表された．すなわちAbraham　and　Farber

（1987），A1tonji　and　Shakotko（1987），およびMarshall　andZarkin（1987）

は，企業における勤続年数の賃金に対する効果は，米国で従来信じられてい

たものよりかなり小さい，という実証結果を得た．（これらの実証研究は，賃

金決定における勤続の効果を全面的に否定したわけではない．Hutchens

（1989）も参照せよ．）彼らによると，勤続効果が従来よりも小さく推定され

る基本的理由は，従来の推定方法における特定化バイアスにある．しかしな

がら，Topel（1991）による詳細な検討は，これらの三つの実証研究には，推

定方法上の問題の他に，推定バイアスや測定誤差の問題が存在すること，そ

してそれらを解消して推計を行なうと，勤続年数と賃金との問には強い正の

相関があることを示している．

　　注

　展望をより完全にするために，賃金プロフ7イノレに関する他の理論にも簡単に触

れておこう．まず，Freeman（1977），Jovanovic（1979），及ぴHarrisandHolm－

strom（1982）は，労働老の生産性などに関する情報が不完全な場合，労働老の危険

回避や勤続とともに蓄積される労働老の生産性に関する情報等を考慮して，個々の

労働老の真の生産性に相対的に近い賃金が時間とともに支給されるようになるた

め，賃金プロファイルは右上がりになると主張する．しかしながらこれらのモデル

では，賃金は基本的には各労働老の各時点の（期待）生産性によって制約されてい

るわけで，その価値から大きく乖離した賃金の存在は説明することができない．特
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に，これらのモデルによっては，何故わが国のプロファイルの勾配が急であるかを

説明することが難しいであろう．

　Salop　and　Salop（1976）及ぴGuasch　and　Weiss（1982）は，右上がりの賃金

プロファイノレが定着性の強い労働老を引きつけたり，能力のある労働老を選抜した

りする機能を果たす自己選抜モデルを考案した．しかしながら，これらのモデルに

おいても，わが国のプロファイノレの急な勾配を説明することは困難である上に，こ

れらのモデルでは，インセンティブ・モデルのように，労働老が「入杜料」や「選

抜試験料」を支払うという，現実離れした結果が得られ，さらにプロファイルは水

平でもよく，現実の説明力が乏しい．

4　生活費対応仮説の賃金プロファイル論

　わが国には，以上の賃金プロファイノレ論とは全く異なる考え方が，かなり

前から存在した．賃金プロファイノレは，各年齢段階の生活費を基にして決ま

る（べきである）という思想である．これは必ずしも学界の経済理論ではな

かったが，第一次大戦以降の賃金決定において，次第に重要な役割を果たす

ようになる賃金思想である．実際，日本経済が同大戦以降のインフレ，恐由，

賃金統制等を経験する過程で，生活給的賃金が次第に定着していった．その

ようにして形成された賃金体系は，高度経済成長期にもそれ程大きな変更は

加えられず，今日に至っていると考えられる（昭和同人会（1960），孫田

（1979）等参照）．これに対応して学界でも，一部の経済学者によって，賃金

は労働老の各年齢段階の生活費を保障するように決まるとする説が主張され

るようになった．代表的なものな，舟橋（1961．1967）の年功賃金論である．

（強調の仕方は異なるが，氏原（1954）等にも，同様な考え方が見られる．）

それによると，初任給は労働市場における需給を反映して，競争的に決まる．

特に供給圧力の高い過剰労働力経済の下では，初任給が低い水準に決定され

る．しかしながら初任給水準の賃金では，入杜時点以降の生活を維持するこ

とができないので，封鎖的な企業（内部労働市場）では，労働力の再生産に

必要な賃金，すなわち年齢の上昇とともに増加する賃金が支給される．この

理論によれば，労働力が過剰であるほど年齢別賃金格差は大きくなるという
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ことになる

　舟橋の理論は，マルクス経済学的発想に基づいており，われわれの立場か

らは理解しにくい点がいくつかある．まず第一に，労働老の合理的貯蓄行動

を仮定すると，賃金は各年齢段階の生活費を保障する必要がなくなるといえ

る．企業は限界価値生産物の流列の現在価値よりも大きな現在価値の賃金流

列を支給することはないとすると，熟練習得後にあたる高年期の高賃金は，

若年期の賃金が限界価値生産物よりも小さいことを意味する．それならぱ，

賃金を限界価値生産物に等しくし，若年期には将来の高い生活費に備えて労

働老に自主的に貯蓄させてもよさそうである．第二に，各年齢段階の生活費

が，外生的・固定的に決まっているようなモデルは不自然である．第三に，

初任給のみが競争市場で決まり，その高低が年齢別賃金格差の変動を引き起

こすと考えられているのも，理論の整合性上間題がある．なぜなら，内部労

働市場の前提の下では，労働老の関心は労働生涯における賃金の流列であっ

て，初任給のみであるはずはないからである．たとえ初任給が市場賃金の半

額であっても，その後δ賃金が十分に高けれぱ，企業は労働老を引き付ける

ことができる（ただし，あえてそのようなブロファイノレを設定する必要はな

いが）．要は，初任給のみが年齢別賃金格差を規定する重要な要因とはいえ

ないということである．

　ただ，第一の点に関しては，若年者に余分な金を持たせるとロクな使い方

をしないから，経営者側で預かっておく（孫田（1960），間（1964）参照）と、

いう考え方が背後にあるようだ．この考え方は，最近のLoewenstein　and

Sicherman（1991）のものに近いともいえる．また，労働者の貯蓄は過少に

なる傾向がある（Diamond（1977））という指摘もあるが，労働老の就業行

動・貯蓄行動全般にわたって，（合理性や情報保有量に関して）整合性のある

仮定を設定し，また労働老や企業の行動を制約する制度的条件を充分に明ら

かにして議論をすることが必要である．また第三の点に関して，あえてこの

伝統的理論を擁護すれば，そこでは労働者の賃金に対する情報不足や買い手

独占が強調されている．しかし今日では，このような側面はあまり強調すべ
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きではないであろう．この理論全般に関し，前提条件をもっと明確にし，理

論の解明しようとするメカニズムを明快なものにする必要があろう．

　筆老はArai（1988）等で，各年齢段階の賃金は，基本的にはその段階にお

ける生活資金の必要度に対応して決まるという世代重複モデノレを考えた．こ

の考え方を，賃金決定に関する生活費対応仮説と呼ぷことにする．部分的に

は，舟橋の理論に近い理論である．その考え方は，次のように要約すること

ができる．

　内部労働市場では，賃金は各時点の限界価値生産物に等しくする必要はな

い．したがって，限界価値生産物の一都を，生活資金の必要度の低い若年労

働者から，それの高い高年労働者に世代間移転して，各年齢段階の賃金をそ

の生活資金の必要度に対応（比例）させることができる．世代問移転を行な

うことの利点は，労働老が直面する資本市場の不完全性に起因する不利益

（利子率が極めて低いこと）が克服可能となることにある（過去数十年間の実

質銀行定期預金金利は，平均すると零ないしは負の値である）．これは

Samue1son（1958）のモデノレの応用であって，世代間移転によって実質経済

成長率に近い実質利子率を実現できる．各年齢段階の生活資金の必要度は，

異時点間の効用関数，年齢に依存する家族の規模と生活費用項目等によって，

モデノレ内で内生的に決定される．ここで詳細を説明することはできないが，

例えぱ高年期には，子供の教育費等のために生活資金の必要度は高まる．生

活資金の必要度は年齢とともに概して高まるので，賃金プロファイルは右上

がりとなる．この基本的な考え方は，直観的には理解しやすいようではある

が，そのような結論が成立するためには，異時点問の消費の間の代替の弾力

性が1より小さい効用関数を仮定すること（これは充分現実的な仮定である

といえよう）などが必要となる．この理論では，特に労働老の行動の非合理

性や欄対的情報不足は仮定されていない．なお移転対象は，必ずしも限界価

値生産物でなくてもよい．それは平均価値生産物でも，バーゲニングのナヅ

シュ解でもよい．

　企業（内部労働市場）内における世代間の移転の存在は，企業が運命共同
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体であることをも意味する．家庭内や一国の中で若年老が高齢老を養うのと

同様に，企業内においても若年労働老が高年労働者を部分的に養うことにな

る．なお上では世代間の移転が高い実質利子率を実現すると主張したが，確

率的な資金の必要度（生活費）の変動に対応して，世代間で危険を分担する

ように移転が行なわれる．と考えることもできる．またBai1y（19了4）や

Azariadis（1975）にならって，労働者と企業の間でも危険を分担するような

移転が行なわれると考えることもできる．このような危険の分担は，賃金プ

ロファイルを年々変動させる一因となる．上の理論では内部労働市場の存在

が仮定されたが，このような移転による利益の存在自体が，内部化を部分的

に正当化するとも主張できる．ただし内部化の理由は，それだけである必要

はない．

　このモデノレを使うと，現実の多くの現象がうまく説明できる．まず，賃金

と生計費の両プロファイノレの聞には緊密な相関があるが，このモデノレはそれ

を説明できる．前節までに検討したモデノレの中には，どれひとつとしてこの

相関を直接的に説明できるものはない．

　次に，このモデノレは年齢別賃金格差の変動ないしは格差を説明できる．年

齢別賃金格差は，時系列でみても横断面でみても，大きな相違を示している．

前節までのモデノレには，このような現実に対する間題意識が全くなく，それ

を説明することができない．それに対して筆老の仮説においては，それを労

働者の年齢構成比，子供の大学教育費，定年退職年齢等の相違によって説明

することができる．またその仮説は，荒井（1990）と荒井（1989）において，

それぞれ時系列データと横断面データとを使って実証されている．教育費が

上がれぱ高年期の生活資金の相対的必要度が増すことは理解しやすいが，年

齢構成比は世代間移転の効果に影響し（若年労働老の構成比が大きい程，移

転の効果は大きい），定年退職年齢の廷長は，以前は退職後の期間に相当して

いたある年齢段階の生活のための準備資金の必要度を下げる．舟橋モデノレで

は，年齢別資金格差の程度は初任給の高低によって決定されるため，労働市

場が売手市場の時に縮小し，員手市場の時に拡大する．結論的には，この命
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題はReder（1955）のものと同じである．しかしながら，労働市場の需給状

態の指標として有効求人倍率を使って実証すると，産業・企業規模・学歴で

分類した労働者グノレープの中で，この命題が成立するのはそれ程多くない．

　さらに，当モデノレは定年退職制や退職金の存在も説明できる．Lazear

（1979）によれぱ，定年退職制は，契約の終了する確たる日付が存在女るこ

と，労働老はその直前の賃金で継続勤務を望むが企業はそれを望まないこと

によって特徴づけられる．定年退職年齢に近い労働老の賃金は世代間移転に

よって隈界価値生産物よりも大きくなっているので，われわれのモデルでも

Lazearと同じ論法によってその制度の存在を説明できる1ただし，退職金

は，労働者の不正行為を防止するためではなく，退職後の生活を保障するた

めに存在するということになる．

　そして，このモデノレは，何故わが国のプロファイルが，先進諸国の中でも

とりわけ急勾配であるかも説明できる可能性を有している．厳密な国際比較

は今後の課題であるが，子供の教育費に代表されるように，わが国の高年期

における極めて高い生活費がその一因であろうといえよう．また，

B1umenthal（1984）等に指摘されているように，日本人は将来の消費に相対

的に高い評価を与える二ともその一因であると考えられる．

　最後に，前節で触れたインセンティブ・モデルと整合的な実証結果は，当

モデノレとも整合的である可能性が高いことを付加しておきたい．まず第一に，

自営業者のプロファイノレの勾配が小さいのは，自営業では世代間の移転を行

なうことができないためである．そしてその現在価値が小さいのは，主とし

て，一般に自営業は独立性に伴う精神的利益を相殺するような金銭的低収入

によって特徴つけられるためである　第二に，世代間移転を行なうときに，

多くの高年労働者を中途採用すると移転の効果が減少するので，労働者をで

きるだけ若年期に採用して継続勤務させることになる．したがってこめ傾向

と年金制，定年退職制，長期勤続，高年労働者の高賃金とは整合的である．

第三に，同じ作業の繰り返しを伴う仕事において年金制，定年退職制，長期

勤続，高年労働者の高賃金が当てはまりにくいのは，このような仕事では内

812



　　　　　　　　　　　賃金プロファイル論の再検討　　　　　　　　　　　（49）

部労働市場が相対的に形成しにくいためであろう．しかしながら，わが国で

実証したならば，このような仕事においても，これらの現象が，程度の差こ

そあれ，観察される可能性もある．

　若干の注意を付加しておこう．自明なことではあるが，本節のr生活費対

応」という用語は，労働者の各年齢段階における生活が全面的に保障され，

彼らには賃金上の不満が生じない，という意味で使われているわけではない．

筆老のモデノレでは，労働者全体に分配されるべき額が，各年齢段階の生活資

金の必要度に対応して，労働老間で再分配されるにすぎない（ただし労働老

と企業との間で危険の分担が行なわれる場合も考慮している）．その際，年

齢だけでなく，学歴や企業規模によっても賃金の絶対額に差が生じる．

5　結語

　本論文では，賃金プロファイノレに関する理論として，人的資本仮説に基づ

くもの，インセンティブ仮説に基づくもの，舟橋や筆者による仮説等を取り

上げ，それらを比較しながら再検討した．そして，少なくとも日本に関する

限り，生活費対応仮説に基づくプロファイノレ論の妥当性が高いことを主張し

た．本論では，生活費対応仮説の成立根拠のひとつとして，資本市場の不完

全性を問題としたが，これは政府による各種の規制に由来していることをこ

こで指摘しておこう．さらに，歴史的にわが国では杜会保障の完備が遅れた

ことも，賃金プロファイルによって各年齢段階の労働者の生活を保障するよ

うな賃金制度をもたらした要因となっているといえよう．そしてその背後に

は，工業化，都市化の進行と並行して，家族による伝統的な生活保障の消滅

傾向があったことも見逃せない．賃金プロファイノレは現在熱い論争の対象と

なづている問題であり，また労働経済学の中でも最も重要な問題のひとつで

あるため，今後ともこの問題に関する分析を続けてゆくことは必要であろう．

本研究は文部省科学研究費補助金（平成3年度）による研究の一部である．
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